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【抄 録】 

本稿は，2017 年度のスポーツ庁が推進する「オリンピック・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業」

における早 稲 田 大 学 オリンピック・パラリンピック教 育 研 究 センター（WASEDA Research center for 

Olympic & Paralympic Education；以下，「早大オリ・パラセンター」）の担当するオリンピック・パラリンピッ

ク教育の推進地域である札幌市，岩手県，静岡県，岐阜県，広島県，熊本県の 6 地域におけるオリンピ

ック・パラリンピック教育実践の実態を明らかにすることである． 

2017 年度は，全校種 125 校で 178 実践が行われた．これらの実践を派遣オリンピアン・パラリンピア

ン，テーマ設定，実践形式の 3 つの観点から分析し，以下の実態が明らかになった．まず，派遣オリンピ

アン・パラリンピアンの観点からは，冬季オリンピアンによる実践の増加，「支える」立場の人による実践の

増加，派遣なしの実践が行われたことの 3 点を指摘した．次に，テーマ設定の観点からは，オリンピック・

パラリンピック教育における「ついての学び」と「通じた学び」という 2 つの学びのうち，「通じた学び」に関

連した実践の増加を指摘した．最後に，実践形式の観点からは，体育科・保健体育科以外の教科と関

連付けた実践と特別活動や行事，さらには地域や企業と連携したイベントと関連付けた実践が行われた

ことの 2 点を指摘した． 

最後に，これらの多様な取り組みは，単なる実践数の増加によるものというよりは，各校種や各教科，

さらには学校における様々な教育活動とオリンピック・パラリンピック教育を関連付けて実施した推進校の

教員の創意工夫によるものであること，そして，さらなるオリンピック・パラリンピック教育の多様な実践の

可能性を示唆するものであることを指摘した．今後の課題としては，新たなオリンピック・パラリンピック教

育実践を探究するとともに，それぞれの取り組みの効果を比較検証し，よりよいオリンピック・パラリンピッ

ク教育実践の方法を検討していくことを指摘した． 
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